
第 ３ 部

事業所規模及び企業規模別の結果の概要

甲調査及び乙調査のうち、総合工事業を除く事業所規模30人以上の事業所についての労働災害の状況を取

りまとめた。

１ 事業所規模別労働災害の状況

(1) 度数率

度数率をみると、事業所規模30～49人規模の3.27が最も高いが、対前年差をみると0.28ポイント低下し

ている。また、事業所規模1,000人以上規模と比べてみると7.3倍となっている。（第７表）

(2) 強度率

強度率をみると、事業所規模100～299人規模、事業所規模30～49人規模の0.17が高く、事業所規模

1,000人以上規模と比べてみると4.3倍となっている。対前年差は、事業所規模100～299人規模では0.02

ポイント上昇しており、事業所規模30～49人規模では、0.25ポイント低下している。（第７表）

(3) 死傷者１人平均労働損失日数

死傷者１人平均労働損失日数をみると、事業所規模1,000人以上規模の94.2日が最も多く、事業所規模

300～499人規模の42.8日が最も少なくなっている（第７表）。

第７表 事業所規模別労働災率及び死傷者１人平均労働損失日数（事業所規模30人以上）

〔調査産業計（総合工事業を除く）〕

  
事業所規模 事業所規模 事業所規模

1,000人以上 1,000人以上 1,000人以上
と の 比 率 と の 比 率 と の 比 率

倍
　

倍  日 倍 日 日

　30人以上計 2.29 5.1 2.46 -0.17 0.13 3.3 0.19 -0.06 56.0 0.6 77.5 -21.5

　1,000人以上 　 0.45 1.0 0.48 -0.03 0.04 1.0 0.05 -0.01 94.2 1.0 106.7 -12.5

  500～ 999人　 0.99 2.2 1.09 -0.10 0.08 2.0 0.09 -0.01 81.3 0.9 85.3 -4.0

　300～ 499人　 2.13 4.7 2.08 0.05 0.09 2.3 0.10 -0.01 42.8 0.5 48.2 -5.4

　100～ 299人　 2.62 5.8 2.65 -0.03 0.17 4.3 0.15 0.02 65.2 0.7 57.0 8.2

　 50～  99人 　 2.69 6.0 3.16 -0.47 0.12 3.0 0.23 -0.11 43.3 0.5 71.4 -28.1

　 30～  49人 　 3.27 7.3 3.55 -0.28 0.17 4.3 0.42 -0.25 51.1 0.5 118.3 -67.2
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

注：　１）事業所規模100人以上規模は労働災害動向調査甲調査、事業所規模30～99人規模は同乙調査による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　各事業所規模の度数率（又は強度率、死傷者１人平均労働損失日数）　
　　　２）事業所規模1,000人以上との比率＝                                                                         　（倍）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　事業所規模1,000人以上の度数率（又は強度率、死傷者１人平均労働損失日数）　

事業所規模
18年 対前年差 17年 17年 対前年差

度　数　率 強　度　率
死傷者１人平均
労働損失日数

18年 対前年差 18年17年



(4) 労働災害の推移

度数率及び強度率をみると、概ね規模が大きい事業所では低く、規模が小さい事業所では高く推移して

いる（第６図、第７図）。

第６図 事業所規模別度数率の推移

〔調査産業計（総合工事業を除く）〕

第７図 事業所規模別強度率の推移

〔調査産業計（総合工事業を除く）〕
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第８図 事業所規模別死傷者１人平均労働損失日数の推移

〔調査産業計（総合工事業を除く）〕

２ 企業規模別労働災害の状況

(1) 度数率

度数率をみると、企業規模30～99人規模の事業所の3.60が最も高く、次いで企業規模100～299人規模

の事業所の2.65となっている（第８表）。

(2) 強度率

強度率をみると、企業規模100～299人規模、企業規模30～99人規模の事業所の0.18が最も高く、次い

で企業規模300～999人規模の事業所の0.13となっている（第８表）。

(3) 死傷者１人平均労働損失日数

死傷者１人平均労働損失日数をみると、企業規模300～999人規模の事業所が78.6日と最も多くなって

いる（第８表）。

第８表 企業規模別労働災害率

〔調査産業計（総合工事業を除く）〕
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18年 17年 対前年差 18年 17年 対前年差 18年 17年 対前年差

日 日 日

企業規模計 2.29 2.46 -0.17 0.13 0.19 -0.06 56.0 77.5 -21.5

　5,000人以上 　　　 2.29 2.42 -0.13 0.08 0.10 -0.02 36.5 41.9 -5.4 

　1,000 ～ 4,999人　　 1.23 1.47 -0.24 0.07 0.06 0.01 57.6 44.0 13.6 

　　300 ～　 999人　　 1.70 1.86 -0.16 0.13 0.10 0.03 78.6 54.2 24.4 

　　100 ～   299人　　 2.65 2.92 -0.27 0.18 0.21 -0.03 67.4 71.7 -4.3 

　 　30 ～　　99人 　 3.60 3.58 0.02 0.18 0.47 -0.29 49.8 132.3 -82.5 

死傷者１人平均労働損失日数
企業規模

度 数 率 強 度 率


